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令 和 6 年 8 月 6 日 

愛媛行政監視行政相談センター 

      (所長：小笠原 英雄) 

 

 

                          

「令和 6年度行政相談月間及び行政相談センター 

きくみみ愛媛による取組」の公表 
 

総務省では、行政相談制度及び行政相談委員制度の認知度向上のため、国民への

広報を趣旨とする従来の行政相談週間の期間を拡大して「行政相談月間」にするこ

ととしました。 

また、この機会を最大限に活用して、国民の行政相談に対する認知度の向上を図

るため、地方公共団体との連携や国・地方共通相談チャットボット「Govbot（ガボ

ット）」の普及、デジタルの活用による行政相談の受付手段の多様化等、愛媛行政

監視行政相談センター(行政相談センターきくみみ愛媛)における今年度の取組に

ついて公表することとします。 

 

 

 

【別添資料】令和 6年度行政相談月間及び行政相談センターきくみみ愛媛による 

取組について 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】  

総務省 愛媛行政監視行政相談センター  

（総務省 行政相談センターきくみみ愛媛） 

行政監視行政相談課 久米、阿部 

主任行政相談官 三船 

住所：松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎               

電話：（０８９）９４１－７７０１ 

  

困ったら 一人で悩まず 

行政相談 

公表資料 



 

 

 

 

 ○ 行政相談制度とは 

    総務省が行う「行政相談」は、①国の行政機関、特殊法人などの業務、②都

道府県及び市町村が行っている業務で、生活保護事務など法定受託事務に該当

するもの、あるいは国の補助を受けているものについて、苦情や意見･要望など

を受け付け、担当行政機関とは異なる立場からその解決や実現の促進を図るも

のです。 

     

 ○ 行政相談委員とは 

   行政相談委員は、行政相談委員法（昭和 41年法律第 99号）に基づき、総務大

臣が委嘱した民間有識者で、全国に約 5,000人（各市(区)町村に 1人以上）配

置され、地域住民の身近な相談相手として無報酬のボランティアとして活動し

ています。 

任期は 2年間（再任は妨げない）で、愛媛県では、県内全市町に計 84人（令

和 6年 8月 1日現在）が配置されています。 

 

〇 令和 5年度行政相談件数 

    愛媛県内で令和 5年度に受付した行政相談は 2,947 件となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

 

令和５年度行政相談受付実績

行政相談委員

処理件数1,155件

総件数

2,947件

センター処理件数

1,792件

39.2%60.8%



令和6年度行政相談月間及び行政相談センター
きくみみ愛媛による取組について

令和6年8月6日

総務省 愛媛行政監視行政相談センター

別添資料
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1 令和6年度 行政相談月間について

◼ 行政相談制度及び行政相談委員制度の認知度向上の
ため、国民への広報を趣旨とする従来の行政相談週間の
期間を拡大して「月間」にするとともに、この機会を最大限
に活用して国民の行政相談に対する認知度の向上を図る
機会を増やし、その利用を促進することを目的とする。

◼ 令和6年9月1日（日）から10月31日（木）までの
2か月間

行政相談月間の趣旨等
(3) ＳＮＳを活用した広報活動の拡充等

・ グーグルディスプレイ広告を中心とした各種ＳＮＳ（Ｘ、
YouTube、Instagram）を活用した広報と従来からのポスターや
パンフレット等を活用した広報とを効果的に組み合わせ、困りごと
を抱えた方々に着実に届くような広報を行う。
・ 地域住民に身近な郵便局、地方公共団体、行政相談委員
等による懇談会等を開催して、地域の「埋もれた困りごと」の発掘
と解決支援を図る。

(4) 孤独・孤立の問題を抱える方々、在留外国人等の相談対応
・ 孤独・孤立の問題を抱える当事者、在留外国人など、行政が対
応すべき困りごとや心配ごとを抱えた方々からの相談に迅速・的確に
対応する。
・ 具体的な問題をどのような機関に相談し支援を求めれば良い
のか分からない相談者に対し、必要な情報の提供や関係機関等へ
の橋渡しを行うなど、相談者の「困りごと」に寄り添って役に立つ行
政相談を行う。

(5) 行政相談委員の活動への支援
・ 令和6年3月26日付けの松本総務大臣から全国の地方公
共団体の長宛てに発出されたメッセージ（参考資料1）を踏まえ、
引き続き行政相談委員が活動しやすくなるよう地方公共団体を始
めとする関係機関等の理解と協力の進展を図る。
・ 相談対応に役立つ知見の蓄積・強化、委員同士の「横のつな
がり」の強化に向けた新たな広域集合研修など研修の充実を図る。

※愛媛センターにおけるこれまでの取組は、5ページ以降に紹介しています。

1

総務省としての取組

(1) 令和6年能登半島地震における行政相談活動を踏まえた取組
・ 平時から地域の困りごとを吸い上げて解決に結びつける
など、「能動的に困りごとを「取りに行く」活動」に取り組み、地域
の地方公共団体との連携の基盤作りを進めるとともに、このよう
な取組を行うことで、地方公共団体職員や住民への行政相談・
行政相談委員制度の周知を図る。

(2) 行政相談におけるデジタルの活用
・ 令和6年3月からは国・地方共通相談チャットボット「Govbot
（ガボット）」の運用を開始したところである。
・ 令和6年度の行政相談月間の実施に当たっては、行政相
談委員の協力も得ながら、デジタルの活用による、行政相談の受
付手段の多様化、国の行政機関、地方公共団体及び各種委
員・団体との連携の促進に取り組む。その際、デジタル機器の
取扱いに不慣れな方々からの相談にも配慮する。



1 令和6年度 行政相談月間について

行政なんでも相談所の開催

2

区分 開設計画 広報計画

大洲市

【日時】9月30日（月）13:00～16:00

【場所】大洲市役所2階 大ホール

【参加予定機関：13機関】
松山地方法務局大洲支局、愛媛労働局、大洲河川国道
事務所、日本年金機構松山西年金事務所、愛媛県、大
洲警察署、大洲市、内子町、愛媛弁護士会、愛媛県司
法書士会、四国税理士会大洲支部、行政相談委員、
愛媛行政監視行政相談センター

・大洲市内を対象にＰＲ用チラシの新聞への
折り込み
・大洲市広報誌への記事掲載
・大洲市公式LINEへのポスト（新規）
・大洲市内自治会へ全戸回覧（新規）
・報道機関への周知（市政記者クラブ等）
・SNS（X）、ホームページでの広報 等

松山市

【日時】10月30日（水）13:00～16:00

【場所】いよてつ髙島屋9階 ローズホール

【参加予定機関：15機関】
松山地方法務局、愛媛労働局、松山河川国道事務所、
愛媛運輸支局、日本年金機構松山東年金事務所、愛媛
県、愛媛県消費生活センター、愛媛県警察本部、松山市、
愛媛弁護士会、愛媛県司法書士会、四国税理士会松山
支部、愛媛県社会保険労務士会、行政相談委員、愛媛
行政監視行政相談センター

・松山市内を対象にＰＲ用チラシの新聞への
折り込み
・松山市広報誌への記事掲載
・松山市内自治会へのチラシ配布（地域代
表）（新規）
・松山市内児童館へのチラシ配布（新規）
・報道機関への周知（県政記者クラブ等）
・市庁舎でのデジタルサイネージによる告知
（新規）
・SNS（X）、ホームーページでの広報 等

今年度は、松山市と大洲市の2か所で開催します。また、LINEやデジタルサイネージを活用するなど、新たな広報を展開します。
（9ページ参照）



行政なんでも相談所の広報チラシ

1 令和6年度 行政相談月間について

LINE専用チラシ 折込み・地区配付用チラシ
3



1 令和6年度 行政相談月間について

令和4・5年度行政相談週間実施結果（参考）

4

(1) 行政相談受付実績
昨年度までの行政相談週間を含む令和4・5年度10月の行政相談受付実績は、以下のとおりです。

(2) 行政相談委員活動実績
昨年度の行政相談週間を含む令和4・5年度10月の行政相談委員の活動実績は、以下のとおりです。

表1 行政相談受付実績（10月） （単位：件）

表2 行政相談委員活動実績（10月） （単位：回）

区分 令和4年度（a） 令和5年度（b） 増減（b-a）

委員 171 125 △46

センター 233 254 21

合計 404 379 △25

区分 令和4年度（a） 令和5年度（b） 増減（b-a）

広報活動 24 30 6

定例相談所 81 71 △10

特設（巡回）相談所 13 30 17

合計 118 131 13



２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組

5

(1) 地域のお困りごと解決に向けた郵便局等との懇談会（愛媛） ※令和5年度からの継続案件、6年度も引き続き実施



２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組

6

(2) 土砂災害への対応及び連携

7月10日からの大雨による土砂災害に関して、愛媛センターによる対応及び松山市との連携状況は、以下のとおりです。

月 日 内 容

7月12日 発災当日、被災者の避難場所に指定されていた清水公
民館において、行政相談所を開設（センター職員3人が
出席）。避難者に行政相談パンフレットを配付するととも
に、市職員の補助を実施

7月19日 被災者向けに行政相談パンフレットを松山市役所本庁
及び全22支所に設置してもらうよう、松山市に依頼して
配付

8月1･2日 被災者向けの支援ガイドブック「災害にあわれた際におけ
る国、県等の相談窓口一覧」（参考資料２）を松山
市役所本庁及び全22支所に設置してもらうよう、松山市
に依頼して配付

8月5日 被災者向けの支援ガイドブック「災害にあわれた際におけ
る国、県等の相談窓口一覧」をホームページに掲載



項 目 内 容

【新規取組】
令和6年7月
伊方町

伊方町の協力を得て、意見交換を開催。①行政相談
制度の概要等、②国・地方共通相談チャットボット
（Govbot）及び③地域の課題解決に向けた国・自治
体の連携の必要性を説明した後、町職員とセンター職員
との間で、地域が抱える課題について意見交換を実施

参加者：伊方町職員約20名
（上記以外で副町長、担当職員3名）
愛媛センター職員 3名

２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組

7

(3) 自治体職員向け研修の実施

(4) 自治体職員との地域課題に関する意見交換

項 目 内 容

【新規取組】
令和6年4月
伊予市

※他の自治体とも調
整中

自治体職員に行政相談制度及び行政相談委員制度を
知ってもらうため、伊予市の協力を得て、新採職員に行政
相談の研修を実施
主に行政相談委員が活動しやすい環境づくりを目指して
職員に説明

参加者：伊予市職員 11名
（上記以外で担当職員3名）
伊予市担当行政相談委員 3名
愛媛センター職員 2名



項 目 内 容

【新規取組】
令和6年8月
鬼北町

通常、行政相談委員が開設する「定例相談所」は平日
昼間に実施するが、働いている町民等を対象に、休日に特
設相談所を開設。令和6年度から7年度にかけて計5地区
で巡回開設を予定。開設に当たっては、鬼北町の協力を得
て、チラシを全戸配付等

参加者：鬼北町担当行政相談委員 1名
鬼北町職員 1名
愛媛センター職員 2名

２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組

8

(5) 地域代表者に対する行政相談懇談会の実施

項 目 内 容

【継続取組】
令和6年6月
松山市

松山市の協力を得て、地域の代表である協働団体に対し、
行政相談制度についての講演を行うとともに、質疑応答を実
施。併せて、行政なんでも相談所等での広報等の協力を依
頼

参加者：地域協働団体連絡会 約20名
市長、松山市職員 約10名
愛媛センター職員 4名

(6) 休日特設相談所での連携



項 目 内 容

【新規取組】
令和6年9月
（予定）
大洲市

【新規取組】
令和6年10月
（予定）
松山市

若年層などの多様な相談者が抱える「困りごと」を発掘するた
め、大洲市の協力を得て、大洲市公式LINEでの告知を予定

松山市の協力を得て、行政相談月間の告知を行うとともに、
10月30日の「行政なんでも相談所」の直前には、庁舎内での
デジタルサイネージモニターを活用し、市民への周知を図る予定

２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組
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(8) 行政なんでも相談所でのデジタルの活用（SNS、デジタルサイネージ）

(7) 自治体庁舎内デジタルサイネージでの行政相談月間の周知
・

項 目 内 容

【新規取組】
令和6年9～10月
（予定）
県内市町庁舎

今年度から始まる「行政相談月間」を県民に広く周知する
ための新たな取組として、県内市町の庁舎内にあるデジタル
サイネージモニターを活用させてもらえるよう、現在、県内市町
に依頼中

対象：全20市町に依頼 モニター・イメージ



項 目 内 容

【新規取組】
・Govbotの自治体
職員への周知

【新規取組】
・市町職員向けe-
ラーニングの実施(予
定)

・首長と行政相談委
員との懇談（予定）

Govbotを自治体職員に活用してもらうため、県内市町に周知。
また、Govbot運用の改善に資するため、利用上の課題などがあった
場合には、随時情報提供していただくよう併せて依頼

自治体の職員向けに、行政相談制度についてのe-ラーニングを
行ってもらえるよう調整中

首長と行政相談委員との懇談を実施することで、首長にこれまで
以上に行政相談制度及び行政相談委員制度を理解してもらう契
機とする。

２ 愛媛センターにおける取組について

県内市町等との連携による取組

(9) その他自治体とのさまざまな連携

10



都道府県知事 殿 

市区町村長  殿 

行政相談活動と困りごと解決への連携のお願い 

行政相談は、国民から国の行政などに関する相談を受け付け、その解決を図る

とともに、行政の制度・運営の改善に活かす仕組みです。平素より御協力をいた

だいており、厚く御礼申し上げます。 

総務省の行政相談窓口や地方公共団体の窓口には、日頃より多くの相談が寄せ

られておりますが、総務省においては、国が一定程度統一的に回答できる質問に

対応する「国・地方共通相談チャットボット」を本日リリースしました。 

住民の皆様の利便性向上とともに、地方公共団体の職員の皆様にとって、事務

負担の軽減や問合せ対応の一助となればと考えております。 

提供開始後も、地方公共団体の職員の皆様の御要望や御意見を踏まえ、回答の

精度や操作性の向上、対象分野の拡充等に取り組み、使い勝手の良いものに改善

してまいりたいと考えておりますので、是非ご活用いただければと思います。 

また、行政相談については、日頃から、総務省の職員と地域の行政相談委員が、

二人三脚で、困りごとを抱えている方々に寄り添い、その解決に向けて活動して

おります。窓口に相談に来られる方々は、自分が抱える困りごとが、国に関する

ものか、地方公共団体に関するものか判然としないままお出でになる場合が大半

と考えられ、実際に様々な相談が寄せられております。このため、一人一人の困

りごとを円滑かつ効果的に解決していくためには、総務省と地方公共団体が連携

を密に対応していくことが重要と考えております。 

加えて、令和６年能登半島地震対応においては、被災された地方公共団体と連

携して、被災者の方々に生活支援情報の提供や困りごとの解決を図る特別行政相

談所の開設等に取り組んでおりますが、今後の災害の発生に備え、平時から、ノ

ウハウの共有や連携方策の確認等の関係構築に取り組んでおくことも重要です。 

以上を踏まえ、具体的な連携方策について、別途連絡させていただきますので、

住民一人一人に寄り添う行政相談活動における総務省と地方公共団体の連携に

ついて、改めて御理解と御協力を賜りますよう、よろしくお願いいたします。 

  令和６年３月 26 日 

総務大臣 松本 剛明 
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（令和6年7月31日時点） 

主な相談内容 問い合わせ先 備考 

被災自動車の 

廃車手続 

普通自動車 

愛媛運輸支局登録部門：050-5540-2076 

軽自動車 

軽自動車検査協会愛媛事務所：050-3816-3124 

オペレーターに直接

問い合わせる場合、愛媛 

運輸支局は案内に従って 

「0→3→7」の順に入力、 

軽自動車検査協会愛媛事務

所は、そのままお待ちくだ

さい。 

解体した建物の 

滅失登記 
松山地方法務局：089-932-0888（代表） 

国税の特例措置 松山税務署：089-941-9121（代表） 

県税の特例措置 

減免・申告等の延長 

愛媛県中予地方局課税課：089-909-8754 

徴収の猶予 

 愛媛県中予地方局税務管理課：089-909-8753 

特例措置の要件等の詳細

は、HPもご確認ください。 

（愛媛県HP） 

年金の特例措置 

年金ダイヤル：0570-05-1165（※050で始まる電話

からは03-6700-1165） 

松山東年金事務所：089-946-2146（代表） 

松山西年金事務所：089-925-5105（代表） 

年金事務所の管轄区域はHP

をご確認ください。 

（日本年金機構HP） 

NHK受信料 NHK受信料ふれあいセンター：0570-077-077 

電気料金 四国電力：0120-410-452 

傷んだ現金の 

引換え 
日本銀行松山支店発券課：089-933-9431 

（次ページに続きます） 

災害にあわれた際における 

国 、 県等 の相談窓口一覧 

令和6年7月10日からの大雨で被災された皆様に、心よりお見舞い申し上げます。 

 この度、必要な支援策等に関する相談窓口について、国や県等の窓口を中心に

一覧で取りまとめましたので、どのような支援策等があるのか分からなかったり、

どこに問い合わせればよいか分からない際にご活用ください。 
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主な相談内容 問い合わせ先 備考 

学生への支援 

 愛媛大学：089-927-9099（学生何でも相談窓口） 

089-927-8970（学生生活支援課） 

 

 松山大学学生課：089-926-7149 

 

  日本学生支援機構  

奨学金相談センター：0570-666-301（一部IP電話等 

からは03-6743-6100） 

 

事業者を対象と

した相談（資金繰

り等） 

 愛媛県よろず支援拠点：089-960-1131（代表） 

 

 松山商工会議所：089-941-4111（代表） 

 

マイナンバー 

カード 
 松山市市民課ﾏｲﾅﾝﾊﾞｰｶｰﾄﾞ担当：089-948-6569 

 

 

 

 

 

 

（松山市HP） 

上記のほか、 

松山市が実施 

している支援 

 松山市災害対策本部：089-987-7000 

 （※各種支援の詳細は、左記QRコードからリンク 

しているHPをご確認ください。） 

 

 

 

 

（松山市HP） 

（※）1 愛媛行政監視行政相談センターが、各機関のHP掲載情報等を収集・整理したものです。本資料に関して

ご不明な点等ございましたら下記問い合わせ先までご連絡ください。 

2 各機関の情報は更新されていることもございますので、上記の掲載内容以外に必要な支援策等を 

講じている機関を知りたい場合、下記問い合わせ先までご連絡ください。当センターでお調べ 

した上でご案内できる機関がございましたら、ご案内させていただきます。 

    

 

 

【本資料の問い合わせ先】 

総務省 愛媛行政監視行政相談センター 

松山市若草町4-3 松山若草合同庁舎4階 

電  話：０８９‐９４１‐７７０１ 

行政相談：０８９‐９２１‐１１００ 

 

 


